
 

聴覚障がい者に対応した火災警報設備等に関する検討について 

 

１ 「聴覚障がい者に対応した火災警報設備等のあり方に関する検討会」における検討 

高齢者や障がい者の社会参加の進展等を踏まえ、高齢者や障がい者等が安心して生活を営み、社会参加す

ることができるよう火災に対する安全性を効果的に確保するため、ユニバーサルデザイン等の観点を取り入

れた火災警報設備の開発・普及を促進することを目的として検討中。 

 

 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 上記検討会のスケジュールについて 
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第1回 
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②技術ＷＧ（日本火災報知機工業会） 

第4回 第3回
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③ニーズ調査等 

公告 
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第1回 第2回 第3回

〈技術ＷＧ〉（(社)日本火災報知機工業会） 

 

 

 

 

 

 

〈聴覚障がい者のニーズ等に関する調査委託〉

（みずほ情報総研株式会社） 

これまでの技術的知見の整理 

（海外の規格・実績、国内流通品等） 

今後の研究・開発に係

る技術的な検討、課題

の整理 

   ↓ 

必要に応じ、継続検討

モニタリング（聴覚障がい者、設置者）

ニーズが高いものについて、既開発品及び

試作品で実施 

報告書のとりまとめ（平成２２年度末） 

第4回

・聴覚障がい者へのニーズ調査 

どのような生活場面で必要か。どのような

情報伝達が必要か。etc 

・国内での事例調査 

国内での導入・普及の

促進に向けた技術的

な検討 

具体的なシステムの提

案等を含む 

誘導灯研究小委員会 

（(社)日本照明器具工業会） 

火災信号と連動した避難誘導用の

光点滅装置（誘導灯に附置等） 

〈システム化ＳＷＧ〉 〈調査・研究ＳＷＧ〉 

※適宜、ＳＷＧを開催 

モニター用の 

システムを提供

第2回

8/5 

聴覚障がい者に対応した火災警報設備等のあり方に関する検討会（H22.6.11～） 

資料３－５

モニタ

リング

12/5 

ニーズ調査

11/1～ 



３ 上記検討会の議論における主な論点等 

 (1) 聴覚障がい者に対応した火災警報設備等の導入・普及の促進に向けた検討 

   ア 総論的な問題 

① 検討の対象品目 

海外において基準・規格や普及実績がある製品を中心に、これらをベースとして国内への導入・普

及の可能性を追求するという方向で検討を進めることとしてはどうか。 

② 警報の伝達手段 

聴覚障がい者に対応した火災警報の伝達手段としては、「音と光」のセットを基本として検討して

いくこととしてはどうか。 

→ 「振動」や「文字等の表示装置」による警報も補完的な位置づけとして検討するか。 

→ 難聴者等にとって聞取りやすい「音」（周波数、音圧等）による警報についても、ユニバーサル 

デザインの観点から導入・普及を並行的に進めることとするか。 

③ 事業所用及び住宅用の区分  

システムや構成機器、設置方法等の検討については、事業所向けを主眼として、調査・検討を進め

ることとしてはどうか（その上で、技術的に共通する点については、住宅向けのものにも反映）。 

④ 機器間の接続方法の統一化 

自動火災報知設備と、光等による警報機器等の接続をどのように統一化するのか（有線／無線）。 

    ⑤ 導入・普及促進のための具体的方策 

○ 導入・普及をどう担保するか。 

→ 製造・流通面の手当て（購入しやすい価格帯での提供） 

→ 制度面の手当て（消防法、障がい者関係法） 

→ 財政上の手当て 

○ 新築の建物と既存建物では、導入の時期・方法等を区分して考える必要があるか。 

   → 例えば既存建物は、比較的取組が容易な対策から順次実施（天井付け等の設備は、改修時に設置）等 

   イ 事業所向け設備等に固有の問題 

○ 多数向けの警報（例 天井・壁付けの固定フラッシュ等）と個人向けの警報（例 携帯タイプの振動等）

をどのように組み合わせるか。 

○ 警報後の応急活動について、どのように確保するか（消防計画、訓練、警報内容の工夫等） 

   ウ 住宅向け設備等に固有の問題 

    ○ 住宅における具体的な機能面での要求水準、光等による警報機器等の取付け場所等についてどう

考えるか。  

(2) 今後の研究・開発の課題 

現時点において、（海外の例を含め）導入・普及段階に至っていない製品については、ニーズ調査等を通

じて課題等を整理。 

 

４ 「予防行政のあり方に関する検討会」における審議（案） 

「聴覚障がい者に対応した火災警報設備等のあり方に関する検討会」の報告書を踏まえ、特に事業所等に

おける上記設備の設置基準のあり方等について審議の対象とすることとしてはどうか。 

 

 

 

 



聴覚障がい者に対応した火災警報設備等のあり方に関する検討会委員名簿 

（委員） （五十音順・敬称略）

阿部 勝男 東京消防庁参事兼予防課長 

有野 隆則 社団法人日本火災報知機工業会システム企画委員会副委員長 

伊藤 要 千葉市消防局予防部指導課長 

岩佐 英美子 社団法人日本ホテル協会事務局長 

太田 陽介 財団法人全日本ろうあ連盟理事 

金田 博 国立大学法人筑波技術大学産業技術学部総合デザイン学科教授 

鎌田 一雄 宇都宮大学教授 

川井 節夫 社団法人全日本難聴者・中途失聴者団体連合会副理事長 

清澤 正人 全国旅館生活衛生同業組合連合会理事 

見学 洋介 横浜市消防局予防部指導課長 

鈴木 敬志 静岡県くらし・環境部県民生活局県民生活課参事兼課長代理 

竹中 ナミ 社会福祉法人プロップ・ステーション理事長 

中園 秀喜 NPO法人ベターコミュニケーション研究会情報バリアフリーアドバイザー 

野村 歡 国際医療福祉大学大学院教授 

星川 安之 財団法人共用品推進機構専務理事 

山口 愼一 全国ろう重複障害者施設連絡協議会会長 

 以上 １６名

（オブザーバー）  

田口 雅之 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課自立支援振興室情報支援専門官 

小原 俊彦 日本消防検定協会警報設備部長 

 以上 ２名

（事務局）消防庁予防課：濵田予防課長   三浦設備専門官   竹村国際規格対策官 

塩谷設備係長   西田事務官 

     消防研究センター 河関上席研究官 

細川地震等災害研究室長 

 


